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結語

は じ め に

旧社会主義体制移行経済諸国（以下移行経済

諸国）（注１）における経済の成長を議論するうえ

で，体制移行に纏わる各国の多種多様な政策と

経済成長との関連が取り沙汰されて久しい。世

紀の変わり目に体制移行開始１０年という節目を

迎えた後，移行経済諸国のマクロ経済成長要因

に関する学術論争は収束を始めた感はあるもの

の，現在でも体制移行政策のありうべき内容や

それらの望ましい実行速度に関する問題が，多

くの研究者や政策担当者を刺激し，理論および

実証研究の両面において大変活発な議論を呼ん

でいる。すなわち，数多の研究が，経済成長を

目的とした体制移行政策における国家の役割に

ついて激しい議論を重ねているのである。それ

らの研究は，理論面では，成長決定要因という

観点からWoodruff（２００３）のように個別具体的

な政策を論じるものをはじめ，Roland（２００１）

に代表される体制移行の戦略的方針を取り上げ

る論考，あるいは袴田（１９９５）のようにさらに

議論を遡り，移行経済諸国の社会文化上の性質

から問題を立てる研究（注２）など，非常に多岐に

わたっている。しかしながら後述のとおり，上

記の理論研究が提示した体制移行過程における

広範な国家の役割に対して，実証研究が取り上
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げた「国家の役割」には明らかに狭い意味での

市場化政策分野への偏向があり，今日において

も国家のその他の役割が総じてないがしろにさ

れている現状は否めない。無論，国家の役割に

関する理論研究が「百家争鳴」の状況にある以

上，これら理論研究が提示したすべての論点を

実証的に検証し尽くすことは到底不可能である。

しかし，別稿［鈴木２００５］で論じたように，少

なくとも，自由化・私有化・安定化という３つ

の要素を柱とする伝統的市場化政策，並びに法

の支配，民主化といった体制移行諸政策は，研

究者間で「体制移行における国家の役割」の最

も主要な部分であることについておおよそのコ

ンセンサスがとれており，国家の役割の最も代

表的な要素として分析対象とすることができる

のである。にもかかわらず，法の支配および民

主化という国家の役割の２つの側面については，

後述のとおり，理論研究分野では重要なトピッ

クとして繰り返し取り上げられてきたにもかか

わらず，移行経済研究での実証分析では総じて

取り扱われ方が十分ではない。かかる分析的偏

向は，移行経済諸国を対象とした実証分析に今

なお残された課題であり，市場化・法の支配・

民主化という３つの局面に現出する国家の役割

を同等に扱う研究が必要とされている。これに

加えて，移行経済研究における国家横断的な実

証研究は中国を含むアジアの移行経済諸国を十

分に取り込んではおらず，したがって，実証結

果に及ぶ地域性バイアスの問題を十分には払拭

できていないという問題も存在している。そこ

で本稿では，主にこれら２つの研究課題に対処

すべく，中国，モンゴル，ベトナム，ラオス，

カンボジアを含む移行経済諸国３２カ国のパネル

データを用いた回帰分析によって，先述した３

つの国家の役割が，移行経済諸国の経済成長に

及ぼすインパクトを実証的に検証する。

本稿の構成は，以下のとおりである。次節で

は，移行経済諸国の経済成長要因を実証的に吟

味した先行研究について，先進国や開発途上国

を対象とした同種の実証研究との比較を交えつ

つ，それらの問題点や残された課題を整理する。

続く第Ⅱ節では，実証分析に用いるデータの概

説および分析手法の検討を行う。第Ⅲ節では，

パネル分析の結果披露とその解釈を行う。そし

て結語で，検討結果の要約と筆者の結論を述べ

る。

Ⅰ 経済成長における国家の役割を

めぐる先行研究の議論と

移行経済研究の課題

冒頭で述べたとおり，本稿は，移行経済諸国

における国家の枢要な役割として，「市場化」，

「法の支配」および「民主化」の３点に注目し，

各分野における国家の働きの経済成長への影響

を，実証的に検証することを主要な目的として

いる。上記３点は，経済成長プロセスにおける

国家の役割の代表格である以上，先進諸国が歩

んできた経済近代化プロセスや，途上国経済の

開発問題を議論するうえで論点のひとつとされ

ていたとしてもなんら不思議ではない。そこで

本節では，マクロ経済成長の決定要因を実証的

に検討した先行研究を移行経済研究に限定せず

広範にレビューすることを通じて，移行経済研

究が孕む問題点を浮き彫りにする。表１は，分

析対象を移行経済諸国に限定した実証研究２４点，

続く表２は，分析対象を移行経済諸国に限らず

検討した実証研究２９点の主要内容を一覧してい

体制移行経済諸国の経済成長における国家の役割

3



文献名 分析
対象国

旧ソ連・ヨー
ロッパ以外の
分析対象国

分析手法 分析対象
期間

被説明
変数の質 統計的有意性が検出された主な変数（有意水準５％基準１））

de Melo, Denizer and Gelb（１９９６） ２６ モンゴル クロスセクションOLS １９８９－９４ 成長率 自由化（＋） 紛争（－）
Sachs（１９９６） ２５ クロスセクションOLS １９９５ 成長率 自由化（＋）
Burunetti, Kisunko and Weder（１９９７a） ２０ クロスセクションOLS １９９３－９５ 成長率 インフレ（－）

財産権（＋）
政治安定性（＋）
司法への信頼（＋）

法の支配（＋）
汚職防止（＋）

Selowsky and Martin（１９９７） ２５ Pooled OLS １９９０－９５ 成長率 自由化（－，ラグ値；＋） 紛争（－）
Christoffersen and Doyle（１９９８） ２２ パネル

（固定効果）
１９９０－９７ 成長率 輸出（＋）

紛争（－）
構造改革（＋）
構造改革の進展幅（－）

インフレ（－）

Havrylyshyn, Izvorski and Rooden（１９９８） ２５ パネル
（固定効果）

１９９０－９７ 成長率 自由化（－，ラグ値；＋）
社会主義の完成度（－）

マクロ経済の歪み（－）
政府の大きさ（－）

インフレ（－）

Berg et al．（１９９９） ２６ モンゴル Pooled OLS・IV １９９１－９６ 成長率
および水準

インフレ（＋，ラグ値；－）
国内・貿易自由化（－，ラグ値；＋）

財政赤字（＋，ラグ値；－） 私有化（－，ラグ値；＋）

Campos（１９９９） ２５ Pooled OLS １９９０－９７ 成長率 人的資本（－） 初期のPerCapitaGDP（＋）
Mores（１９９９） ２５ クロスセクションOLS １９９０－９５ 成長率 法の支配（＋）

紛争（－）
財産権（＋）
インフレ（－）

投資法（＋）

Wolf（１９９９） ２５ Pooled OLS・２SLS １９９１－９５ 成長率 紛争（－）
インフレ（－）

社会主義の完成度（－） 自由化（－，ラグ値；＋）

Campos（２０００） ２５ Pooled OLS １９８９－９７ 成長率
および水準

法の支配（＋） 市民社会（＋） 官僚の質（＋）

de Broeck and Koen（２０００） １５ 記述統計 １９７１－９７ 成長率 労働力減少（－） 投資減少（－）
Falcetti, Raiser and Sanfey（２０００） ２５ Pooled OLS・

パネル（固定・変量）
１９８９－９８ 成長率 初期条件（－）

インフレ（－）
自由化（－，ラグ値；＋）
安定化政策の導入時期（＋）

財政バランス（＋）

de Melo, Denizer, Gelb and Tenev（２００１） ２８ モンゴル・中国
・ベトナム

２SLS 移行開始後
最初の５年

成長率 自由化（－，ラグ値；＋）
過剰工業化（－）

紛争（－） マクロ経済の歪み（－）

Grogan and Moers（２００１） ２５ クロスセクションOLS １９９０－９８ 成長率 法の支配（＋）
投資法（＋）

市民社会（＋）
インフレ（－）

財産権（＋）

Havrylyshyn and Wolf（２００１） ２５ Pooled OLS １９９０－９７ 成長率 インフレ（－）
国内・貿易自由化（＋）

政府の大きさ（－）
法制度改革（＋）

私有化（＋）
初期条件（－）

Liu and Li（２００１） 中国３０省 中国 パネル（固定・変量） １９８５－９８ 成長率 政府補助金（－）
固定資本投資（＋）

外国投資（＋） 国有銀行ローン（＋）

Zinnes, Eilat and Sachs（２００１） ２５ パネル（固定効果） １９９０－９８ 水準 自由化（＋） 初期のPerCapitaGDP（＋）
Popov（２００２） ２８ モンゴル・中国

・ベトナム
クロスセクションOLS １９８９－９６ 成長率 マクロ経済の歪み（－）

税収の減少（－）
法の支配・民主化比（＋）

初期のPerCapitaGDP（－）
インフレ（－）

紛争（－）
民主化（－）

Fidrmuc（２００３） ２５ クロスセクションOLS １９９０－２０００ 成長率 自由化（＋）
教育（＋）

初期のPerCapitaGDP（－） 紛争（－）

Havrylyshyn and Rooden（２００３） ２４ Pooled OLS・GLS １９９１－９８ 成長率 インフレ（－）
民主化（－）

自由化（－，ラグ値；＋）
マクロ経済の歪み（－）

法の支配（＋）

Wang and Yao（２００３） 中国 中国 OLS １９５２－９９ 成長率 人的資本（＋） 全要素生産性（＋）
Liang（２００５） 中国 中国 パネルGMM １９９０－２００１ 成長率 金融部門の大きさ（＋）

人口成長（－）
銀行間の競争（＋）
投資（＋）

民間企業への貸出（＋）
対外開放度（＋）

Barlow（２００６） ２２ Pooled OLS １９９３－２００１ 成長率 貿易自由化（＋）
国内自由化（＋or－）

私有化（＋） 紛争（－）

計２４本 市場化：１８本 法の支配：６本 民主化：３本

（出所）筆者作成。
（注）１）Popov（２００２）では，５％基準での判定やt値などの表示がないため９％基準で表示。Wang and Yao（２００３）は基準値の明示なし。

表１ 旧社会主義国のみを対象とした実証研究文献リストおよび主な内容4



文献名 分析対象国 分析手法 分析対象期間 被説明
変数の質 統計的有意性が検出された主な変数（有意水準５％基準１））

Torstensson（１９９４） ６８ クロスセクションOLS １９７６－８５ 成長率 法による保護（＋）
工業部門比率（＋）

投資（＋）
貿易障壁（－）

初期のPerCapitaGDP（－）

Knack and Keefer（１９９５） ９７ クロスセクションOLS １９７４－８９ 成長率 法の支配（＋）
初期のPerCapitaGDP（－）

初期の中等教育就学率（＋） 初期の投資額（－）

Mauro（１９９５） ６８ クロスセクションOLS
・２SLS

１９７１－８３ 成長率 政治的安定（＋）
初期の就学率（＋）
初期のPerCapitaGDP（－）

投資（＋）
政府支出（－）

官僚の効率性（＋）
人口成長（－）

Islam（１９９６） ９４ クロスセクションOLS １９８０－９２ 成長率
および水準

自由化（逆U字）

Leblang（１９９６） ５０ Pooled OLS １９６０－９０ 成長率 財産権（＋） 教育（＋） 初期のPerCapitaGDP（－）
Easton and Walker（１９９７） ５７ クロスセクションOLS １９８５ 水準 自由化（＋） 資本（＋） 人的資本（＋）
Knack and Keefer（１９９７） ９７ クロスセクションOLS １９６０－８９ 成長率 法の支配（＋）

物価上昇（＋）
契約の強制力（＋）
アメリカとの経済格差（＋）

教育（＋）

Thomas and Wang（１９９７） ８７ クロスセクションOLS １９７０－８８ 成長率 人口成長率（＋）
初期のPerCapitaGDP（－）

初期の死亡率（－） 初期の幼児死亡率（－）

Dawson（１９９８） ８５ パネル（固定効果） １９７５－９０ 成長率 自由化（＋）
労働力成長（－）

初期の所得（－） 投資（＋）

Hall and Jones（１９９９） １２７ IV １９８６－９５ 水準 社会インフラ（＋）
Kaufmann, Kraay and Zoido−Lobaton（１９９９） １７３ ２SLS １９９７－９８ 水準 政府のガバナンス（＋）
Heckelman（２０００） １４７ Granger １９９４－９７ 成長率 自由化（ラグ値；＋）
Li, Xu and Zou（２０００） ４７ Pooled OLS・２SLS １９８０－９２ 成長率 汚職（－） 闇市場プレミアム（－） 初期のGDP（－）
Mo（２００１） ４６ クロスセクションOLS

・２SLS
１９７０－８５ 成長率 汚職の防止（＋）

政治不安定（－）
財産権（逆U字）
初期のPerCapitaGDP（－）

人的資本（＋）

Adkins, Moomaw and Savvides（２００２） ７６ MLE １９７５－９０ 水準 人的資本（＋） 自由化（＋）
Pitlik（２００２） ８０ クロスセクションOLS １９７５－９５ 成長率 自由化（＋）

初期のPerCapitaGDP（－）
政策変動（－） 初期の自由度（＋）

Weede and Kämpf（２００２） ９７ クロスセクションOLS 成長率 初期の自由度（＋）
自由度変化（＋）

投資（＋）
初期のPerCapitaGDP（－）

IQ（＋）

Assane and Grammy（２００３） ８６ クロスセクションOLS １９８５ 成長率
および水準

労働力成長（－）
自由化（＋）

人的資本形成（＋）
制度（＋）

資本形成（＋）

Comeau（２００３a） ８２ クロスセクションOLS １９７２－８９ 成長率 民主化（逆U字） 民主化初期値（＋） 政治的不安定性（－）
Comeau（２００３b） 東亜・南米 クロスセクションOLS １９７２－８９ 成長率 労働力（－）

民主化（＋）
投資（＋）
初期のPerCapitaGDP（－）

教育（逆U字）
インフレ（－）

Dawson（２００３） ９７ Granger １９７０－００ 成長率 自由化（＋） 自由化進展幅（＋）
Feld and Voigt（２００３） ６６ クロスセクションOLS １９８０－９８ 成長率 司法従事者の給与（＋） 投資（＋） 初期のPerCapitaGDP（－）
Norton（２００３） １１３ クロスセクションOLS

・Tobit
１９９０－９５ 水準 都市人口比率（＋）

自由化（＋）
民族同種率（＋）
財産権（＋）

法の支配（＋）
政府の質（＋）

Gyimah−Brempong and Wilson（２００４） SubSaharan・２１
OECD・２２

ダイナミックパネル
GMM

１９６１－９５ 成長率 物的資本投資（＋）
政治不安定（－）

医療健康投資（＋）
人的資本蓄積（＋）

輸出増加率（＋）

Rock and Bonnett（２００４） 多数 クロスセクションOLS １９８０－９６ 成長率 人口成長（－）
汚職（－）

政府の大きさ（－）
初期のPerCapitaGDP（－）

貿易（＋）

Chowdhury and Mavrotas（２００６） タイ・チリ
・マレーシア

Granger １９６９－００ 水準 FDI（ラグ値；＋）

Doucouliagos and Ulubasoglu（２００６） ５２本 meta−analysis 自由化（＋）
Méndez and Sepélveda（２００６） ８５ パネル（固定効果） １９６０－００ 成長率 汚職の防止（逆U字）

投資（＋）
人的資本（＋）
初期のPerCapitaGDP（－）

Persson and Tabellini（２００６） １５０ パネル（固定効果） １９６０－００ 成長率 自由化（＋） 自由化後の民主化（＋） 民主化（＋）
計２９本 市場化：１４本 法の支配：１３本 民主化：５本

（出所）筆者作成。
（注）１）Dawson（２００３）では，５％基準での判定やt値などの表示がないため１０％基準で表示。

表２ 対象を旧社会主義国に限定しない実証研究の文献リストおよび主な内容
体
制
移
行
経
済
諸
国
の
経
済
成
長
に
お
け
る
国
家
の
役
割
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る。以下では，この２つの表に依拠しながら，

移行経済諸国限定の実証研究に内在する諸問題

を整理する。

先進諸国研究や途上国研究との比較において，

移行経済諸国の研究が十分に取り組んでいない

実証分析上の課題として取り上げるのは，次の

３点である。その第１は，移行経済諸国のみを

対象とした成長要因研究のうち，経済成長理論

の条件付き収束性に配慮し，経済水準を被説明

変数に取ったものが非常に稀であることである。

例えば，世界１２７カ国を分析対象としたHall and

Jones（１９９９）は，長期的な経済パフォーマン

スの差異を反映する目的と，経済成長理論の条

件付き収束性への配慮から，経済水準を，経済

成長指標として被説明変数にすることの妥当性

を強調している（注３）。これに対して，移行経済

研究のなかで，経済水準を被説明変数とするこ

とで条件付収束性の問題に対処した研究は

Zinnes, Eilat and Sachs（２００１）等，ごく少数に

限られている。したがって本稿においては，移

行経済研究で頻繁に用いられている単年度の経

済成長率ではなく，それとは別の形で単年度の

経済成長を反映した代理指標を用いるとともに，

経済水準を経済成長指標として用いた検証をも

並行して行うこととする。

第２の問題点は，Pitlik（２００２）が提唱する政

策変動指標の重要性を，回帰分析に反映した移

行国研究が皆無なことである。本研究において

彼は，自由化の変動幅の標準偏差を政策変動指

標として用いた実証分析により，改革実行プロ

セスの安定性自体が経済成長に与える影響を確

認している。このような意味での改革の安定性

が経済活動に及ぼす影響は，Brunetti, Kisunko

and Weder（１９９７b）の，独立国家共同体（CIS）

諸国を含む全世界の地域毎に，第１～３次産業

の企業を対象としたアンケート調査でも示唆は

されている。ただし，ここには移行国ならでは

の問題がある。すなわち，移行経済諸国のなか

で，抜本的な制度改革をコンスタントに実行し

続ける国はむしろ少数派であることから，体制

移行開始後の政策変動を表す指標の大小が，単

に改革進行の安定性のみを表していると安易に

前提にすることができないのである。換言すれ

ば，政策変動指標の値が大きくなる場合は，ビ

ッグバン戦略に基き，試行錯誤をしながら改革

を断行したことを示し，相対的に小さい場合は

漸進的な改革を行ったことを表す，いわば改革

遂行速度指標としての側面が強くなる可能性を

排除できないのである。したがって，政策変動

指標の採用に際しては，同指標が持つ上記の二

面性に対して十分な留意を払う必要があろう。

第３の問題点は，移行経済研究においては，

体制移行諸政策と経済成長の関係が非線形であ

る可能性に十分な分析的配慮が払われていない

ことにある。その他の研究では，自由化や民主

化政策と経済成長との間の非線形（主に逆U字

型）の関係を示唆するものが，Islam（１９９６）を

はじめ，少なからず存在している。また，市場

化が一時的な混乱もたらす可能性や，Leff（１９６４）

やHuntington（１９６８）等のように，汚職が経済

運営を円滑化するという主張が古くから存在す

ること，そして西欧型の民主主義に対して開発

独裁，あるいはアジア型民主主義と称される政

治体制の正当性をめぐる議論など，体制移行政

策指標と経済成長との関係が非線形となる経済

学的な理由も存在するのである。したがって，

移行経済研究においても，かかる非線形な関係

の存在可能性を吟味する必要が生じよう。そこ
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で本稿では，従来の移行経済研究の多くが無条

件に用いてきた線形モデルではなく，体制移行

諸政策の進展と経済実績の非線形関係の可能性

に対応したモデルの妥当性を検証する。

続いて，移行経済諸国限定の実証研究に内在

する検討すべき問題点として，次の２点を指摘

しておきたい。第１は，ほとんどの文献は，体

制移行プロセスにおける国家の役割を，先述し

た意味での市場化分野に集中しているうえに，

その市場化分野全般（自由化，私有化および安定

化）をカバーする分析すら少数派であることで

ある。表１のとおり，Sachs（１９９６）やPopov（２００２）

等，半数以上の研究が市場化分野に注目しては

いるが，Berg et al.（１９９９）のように，市場化の

構成要素である自由化・私有化・安定化を同時

に分析対象として推計式に取り込んだ文献は少

数派である。また，Grogan and Moers（２００１）

のように，法の支配や民主化に注目する文献の

数は実に少ない。ましてや，国家の役割として

市場化・法の支配・民主化の３つの局面を相等

に取り扱った研究や，あるいはこれら３つの相

互依存性や内生性を考慮し，国家の総合的な体

制移行能力を検証した研究は，今回筆者がレビ

ューした文献のなかには１点も見出せなかった。

本来，体制移行諸政策３要素は互いに補完しあ

い，あるいは部分的に代替しながら経済成長に

貢献する可能性が高く，これら３指標はそもそ

も不可分なものであると筆者は存ずる。しかし

ながら，先行研究においては２つ以上の要素を

同時に分析対象として推計式に反映させてはお

らず，体制移行諸政策の様々な局面のひとつを

断片的に分析するに止まっている。こうした断

片的な分析，特に市場化のみを対象とした推計

は本来考慮すべき他の２指標の影響を考慮しな

いことで，欠落変数バイアスの危険性を孕んで

おり，先行研究が示した諸結果も，この指標の

バイアスの影響を受けている可能性は拭えない。

本稿において筆者が，市場化分野のみならず，

法の支配・民主化の分野にも等しく焦点を当て

るとともに，これら３つの要素を総合的に分析

する必要があると主張する所以である。

第２に，移行経済研究の分析対象地域が，旧

ソ連・中東欧地域に大いに偏っている点も問題

として取り上げたい。表１によれば，複数のア

ジアの移行経済諸国を研究対象に含めたものは

de Melo et al.（２００１）とPopov（２００２）の２点し

か存在しない。いわんや，３２カ国すべてをカバ

ーしている研究に至っては皆無である。これは，

「移行経済」の範疇を旧ソ連・中東欧地域に絞

る傾向が研究者間に存在することによるもので

ある（注４）。だが，斯様なる分析対象地域の偏り

は，先に示した実証研究の諸結果に対し，今ひ

とつの疑問を投げかけることになる。すなわち，

それらの論考において統計的有意性が確認され

た指標は，その地域特有の性質に影響を受けた

もの，言い換えれば地域性バイアスを孕んだも

のである可能性があり，それ故に，すべての移

行経済諸国共通の政策要因ではないかもしれな

いという問題である。したがって本稿では，か

かる地域性バイアスを排除すべく，移行経済諸

国３２カ国を余すところなくカバーしたパネルデ

ータの構築とその分析を試みよう。

以上が，文献レビューの過程から抽出された，

経済成長要因をめぐる先行研究の主な問題点で

あるが，さらにここでは，移行経済研究および

先進国・途上国研究の双方に共通する問題点と

して，Nelson（２００５）が訴えている，成長にお

ける科学技術水準の重要性を検討した文献が見

体制移行経済諸国の経済成長における国家の役割
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当たらないことを強調しておきたい。無論，従

来の研究においても，就学率や教育・技術開発

への財政支出など，分析対象国の科学技術水準

と関連した指標は存在する。しかしながら，分

析対象国において達成された科学技術水準その

ものを考慮した論考は，本稿で取り上げた範囲

には一切存在しないのである。科学技術水準が

経済成長に与えるインパクトに注目することは，

移行国経済の実証分析においても肝要だと思わ

れる。そこで本稿では，上述した研究課題と共

に，この点にも実証的検証を施すこととする。

以上の検討により，移行経済諸国の経済成長

要因に関する実証研究上の諸課題が明らかとな

った。次節では，これらの課題に対処した実証

分析の推計モデルを構築する。

Ⅱ 分析モデルの決定

本節では，前節で議論された課題および先行

研究で統計的有意性が確認された変数を勘案し

た，回帰分析モデルの決定を行う。

前節の検討結果から特定された本稿が取り組

むべき課題は６点であり，その第１から第３の

課題は，移行経済研究およびその他の研究の比

較から浮かび上がった課題，第４および第５の

課題は，移行国経済の実証研究に内在する問題

点，そして第６の課題は，移行国研究およびそ

の他の研究双方に欠落した視点である。繰り返

しになるが，個々の具体的な内容は以下のとお

りであった。第１に，経済成長率とは別の形で

各年の経済成長の様を表す代用指標と，経済水

準の両者を，経済成長指標として被説明変数に

採用し，並行して分析すること。第２に，政策

変動の影響を，「改革遂行速度指標」との二面

性に留意しつつ解明すること。第３に，体制移

行諸政策のU字型の非線形効果を考慮すること。

第４に，市場化分野のみならず，「法の支配」

や「民主化」をも分析対象とし，国家の役割に

関するバランスの良い実証分析を行うこと。ま

た同時に，それら諸変数の相互依存性にも考慮

し，総合的な指標をも分析対象とすること。第

５に，アジア諸国をも含めた３２カ国のデータの

利用により地域性バイアスの問題を除去するこ

と。第６に，科学技術水準の影響も吟味するこ

と，である。

以上の諸課題に対処するため，本稿では，被

説明変数として経済成長指標１（各年の国民１

人当たりGDP増減額）と経済成長指標２（各年の

国民１人当たりGDP），説明変数として体制移行

政策指標，政策変動指標および科学技術指標の

３指標を採用し，さらに，体制移行政策指標お

よび政策変動指標には５種類（◯１市場化指標１，

◯２市場化指標２，◯３法の支配指標，◯４民主化指標お

よび◯５国家総合指標），科学技術指標には２種類

（◯１エネルギー利用効率指標および◯２農業生産性

指標）のバリエーションを設けることとした。

これら諸変数に加え，過少定式化を避けるため

のコントロール変数として，紛争ダミー，天然

資源および社会主義の完成度という３指標を追

加し，最終的に，被説明変数２種類および説明

変数６指標１５種類を，実証モデルの構築に用い

ることとした。なお，本稿の分析対象国は先に

述べた第５の課題に対処するため，旧ソ連・中

東欧の他，中国，モンゴル，ベトナム，カンボ

ジア，ラオスを含む３２カ国のパネルデータとし

た。データ入手の制約に鑑み，分析対象期間は

１９９４年から２００４年までの１１年間とする。

各変数の定義と意味内容は，以下のとおりで
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ある（表３）。被説明変数では，経済成長指標

の第１に，各年毎の成長率に替わる単年の経済

成長を表す指標として国民１人当たりGDP増

減額を，第２に，経済水準指標として国民１人

当たりGDP（注５）を採用する。これは，第１の実

証的課題に対応している。つまり，経済成長の

「フロー」と「ストック」，あるいは「短期」

と「長期」の両面からの接近を試みるのである。

表４は，これら２種類の被説明変数の２００４年の

データを抽出したものである。ここで筆者は，

個々の変数について分析対象国を上位１６カ国と

下位１６カ国に分け，両グループの平均値の間に，

統計的に有意な差が存在するか検証を行ったが，

その結果，経済成長幅および経済水準の双方に

おいて１％水準で有意な差が確認された。つま

り，主に中欧諸国やバルト３国，南欧諸国の一

部（クロアチア，スロベニア）を中心とした上位

グループとその他の国々との間には，相当の経

済格差が存在することが容易に読み取れるので

ある。

第２の課題に掲げた政策変動指標は，後述す

る体制移行政策指標の差分の標準偏差を取るこ

とから得られる。体制移行政策指標は５種類（後

述）であるので，無論，それぞれに対応した５

種類を作成する。これら指標を作成する際には，

政権交代や記憶の劣化を含む様々な理由により，

国民の政府に対する信頼性は昔の経験や記憶に

はさほどの影響を受けないという経験的事実に

立脚し，計算対象期間を直近３年とした。同時

に，この操作は，移行経済諸国が抜本的な制度

改革をコンスタントに実行することが特に困難

であった，体制移行開始直後の時期をなるべく

早い段階で除外することで，第２の課題のなか

で触れた「改革遂行速度指標」との二面性に対

処したものでもある。

第４の課題に対応する５種類の体制移行政策

指標の内容は次のとおりである。すなわち，市

場化指標１はヘリテージ財団によるThe Index

of Economic Freedom，市場化指標２はユーロ

マネー誌のカントリーリスク・ランキングより，

それぞれの分野別スコアから市場化に該当する

部分，「法の支配」指標は，ヘリテージ財団の

The Index of Economic Freedomの財産権および

非公式市場（注６），そして「民主化」指標は，フ

リーダムハウスの政治的権利および市民の自由

の評価点を加重平均し，１から５の範囲で，評

価が高いほど値が大きくなるように加工した。

また，前述のように，体制移行諸政策を構成す

る３つの要素は互いに補完しあい，かつ部分的

に代替しながら経済成長に貢献する可能性が高

く，そもそも不可分なひとつの指標とも考えら

れるため，上述の市場化指標１，法の支配指標お

よび民主化指標の第一主成分（注７）を以って，一

連の体制移行諸政策が持つ３つの局面を包括的

に表す，国家総合指標とした。分析にあたって

は，はじめに，政府の行う体制移行政策の３つ

の局面（４指標──市場化指標１および２，法の支

配指標，民主化指標）それぞれに焦点を当て，

先行研究と同様に，モデルにひとつずつ入れ替

えて導入し，各指標単独の効果を推計する。こ

の推計の結果，法の支配および民主化の２指標

に統計的有意性が看取されるのであれば，すな

わち先行研究における市場化指標を偏重した推

計に，欠落変数バイアスが存在する可能性を意

味するので，最後に，一連の要素が持つ相互関

連性を考慮した国家総合指標を用いた分析を行

うことで，推計式における指標のバイアスに対

処することとしたい。なお，これら各体制移行

体制移行経済諸国の経済成長における国家の役割
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変数 定義 出典 作成方法および特記事項

経済成長指標１ 国民１人当たりGDP増減額
（千ドル）

United Nationsより筆者作成 １９９０年の物価を基準としたドル換算のGDPを人口で基準化
したものの，前年との差額

経済成長指標２ 国民１人当たりGDP（千ドル） United Nationsより筆者作成 １９９０年の物価を基準としたドル換算のGDPを人口で基準化

体制移行政策指標
（市場化１）

市場化全般の進展度１ Heritage Foundationより筆者
作成

Trade, Fiscal Burden, Gov’t Intervention, Monetary Policy,

Foreign Investment, Banking, Wages&Prices, Regulationの各
データを元に６－平均で変換（１－５：高いほど良い）

（市場化２） 市場化全般の進展度２ Euromoneyより筆者作成 （（Debt indicators＋debt in default or rescheduled）／２＋
access to bank lending＋access to short－term finance＋
access to capital markets）＊４／２５＋１で変換（１－５：高い
ほど良い）

（法の支配） 法の支配の確立度 Heritage Foundationより筆者
作成

Property Rights, Informal Marketの各データの平均を求め，６
－平均で変換（１－５：高いほど良い）

（民主化） 民主化の進展度 Freedom Houseより筆者作成 political rights, civil libertyの各データの平均を求め，（７－平
均）／６＊４＋１で変換（１－５：高いほど良い）

（総合） 市場化・法の支配・民主化の総
合的な進展度

筆者作成 市場化指標１・法の支配指標・民主化指標を相関行列に基い
た主成分分析にかけ，第一主成分を抽出（寄与率は８１．３８％）

政策変動指標（５種） 体制転換政策進展幅の不安定度 筆者作成 上記体制転換政策指標の差分の標準偏差

科学技術指標１ 単位エネルギー消費量当たりの
前期GDP

United Nations, UNCTADよ
り筆者作成

前期のGDPをエネルギー消費量で基準化

科学技術指標２ 単位面積当たり主食穀物生産量
の直近３年平均

FAOStatより筆者作成 Cambodia Laos, Vietnamは米生産１＝小麦生産０．６０６１１４で変
換

天然資源 エネルギー生産高（自然対数値）BP（２００６）より筆者作成 天然ガス・石油・石炭の産出量に市場価格を乗算し，合計し
た上で人口で基準化（自然対数値）

紛争ダミー 軍事的軋轢を表すダミー変数 筆者作成 戦争状態にある場合を１その他を０と置く

社会主義の完成度 社会主義の期間の影響 筆者作成 社会主義の期間を移行開始後の年数で基準化

（出所）筆者作成。

表３ 実証分析に用いた各変数の説明10



（単位：１０００ドル）

経済成長指標１（１人当たりGDP増減額） 経済成長指標２（１人当たりGDP）

上位グループ 下位グループ 上位グループ 下位グループ

スロベニア
エストニア
ラトビア
ロシア
ベラルーシ
スロバキア
ハンガリー
チェコ
リトアニア
クロアチア
カザフスタン
ブルガリア
ルーマニア
ウクライナ
ポーランド
中国

０．５２６５
０．２８９６
０．２７０８
０．２４４９
０．２３０６
０．２０６７
０．１９１１
０．１８９５
０．１８７８
０．１８２９
０．１７９９
０．１５４９
０．１４９４
０．１３７９
０．１３４９
０．０８９６

セルビア・モンテネグロ
グルジア
アルメニア
アゼルバイジャン
アルバニア
ボスニア・ヘルツェゴビナ
マケドニア
モルドバ
モンゴル
タジキスタン
トルクメニスタン
ウズベキスタン
キルギスタン
ベトナム
ラオス
カンボジア

０．０７８９
０．０７６０
０．０７２３
０．０５４８
０．０５３４
０．０４６４
０．０４５７
０．０３０２
０．０２４４
０．０２１９
０．０１９５
０．０１９０
０．０１８３
０．０１２２
０．０１０６
０．００５９

スロベニア
クロアチア
エストニア
ハンガリー
チェコ
スロバキア
ロシア
ラトビア
リトアニア
ブルガリア
ポーランド
ベラルーシ
カザフスタン
マケドニア
ルーマニア
セルビア・モンテネグロ

１２．０３６７
５．５６２７
４．８１９２
４．４４２３
４．１９２６
３．９５８０
３．３７０６
３．２５６５
２．６９５１
２．６３３２
２．６２４５
２．２１９０
２．０６８７
２．０５０７
１．８７２８
１．３７９１

ウクライナ
ボスニア・ヘルツェゴビナ
中国
アルバニア
グルジア
アルメニア
アゼルバイジャン
ウズベキスタン
トルクメニスタン
モンゴル
モルドバ
キルギスタン
ラオス
カンボジア
タジキスタン
ベトナム

１．１６９４
１．１４２６
１．１０４０
１．０４３２
０．９３８５
０．７６４０
０．６７８３
０．６５５８
０．５７４３
０．５６１１
０．４２８２
０．３９７６
０．３０５１
０．２６３８
０．２５４６
０．２１３３

等分散性のF検定
ウェルチのt検定

１６．３８２５ ＊＊＊
６．８１３６ ＊＊＊

５５．５０８７ ＊＊＊
４．７９３９ ＊＊＊

（出所）筆者作成。
（注）＊＊＊１％水準で有意。＊＊５％水準で有意。＊１０％水準で有意。

表４ ２００４年における経済成長および経済水準の概観
体
制
移
行
経
済
諸
国
の
経
済
成
長
に
お
け
る
国
家
の
役
割
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政策指標は，経済成長指標２（経済水準──国

民１人当たりGDP）との同時性も考えうること

から，経済成長指標２を用いた推計の際にはそ

の先決内生変数を利用する。

ところで，第３の課題として掲げた体制移行

政策のU字型の非線形効果の吟味は，すべての

推計モデルに体制移行政策指標の二乗値を取り

入れ，その統計的有意性と符号関係を検証する

ことで対応する（注８）。図１は，経済成長指標１

（国民１人当たりGDP増減額）と各体制移行政策

指標との相関図である。同図によれば，両者の

相関係数は決して低くはないものの，単純な線

形が成立していると断言しうるほどにも高くな

く，したがって，非線形的関係を視野に入れる

余地が存在しうるのである。

第６の課題である科学技術指標については，

Weede and Kämpf（２００２）が行った人的資本の

代用指標に関する批判（注９）が，科学技術指標に

も当てはまると判断し，科学技術の「アウトプ

ット」を重視した指標２種類を独自に開発した。

その第１は，単位エネルギー消費当たりのGDP

（２９カ国）である。これは，国民の生産活動に

おける，エネルギー利用効率を高める技術を指

標化したものといえる。ただし，２００４年のデー

タが入手不能であるため，１期前のラグ付き変

数である。第２は，ほとんどの分析対象国諸国

の代表的主食である小麦の１ヘクタール当たり

の収穫量であり，一定の土地での生産力を高め

る技術を指標化したものと解釈し得る。なお，

小麦を主食としていないベトナム，カンボジア，

ラオスの３カ国については，単位面積当たり米

１キログラムを生産する技術と，麦を０．６０６キ

ログラム生産する技術を等価とみなすことで，

小麦の生産量を基準とした数値に変換すること

を試みる（注１０）。また，農業生産はその年の気候

変動に左右されることから，直近３年の移動平

均をとることとした。この小麦の１ヘクタール

当たりの収穫量は，被説明変数とのタイムラグ

がない変数であるが，経済成長指標２（国民１

人当たりGDP）との関係を分析する際には同時

性に対処するため，ラグ付変数を用いると同時

に，同時方程式パネルモデルによる分析も試み

ることとした。これは，経済成長指標２を被説

明変数とし，科学技術指標として農業生産性の

先決内生変数を用いたモデルを，推計する一方

で，同型の個別効果および時間効果を用いた同

時方程式モデルの二段階推計を行うものである。

この時，同時方程式の第１式（経済成長指標２

を被説明変数とした推計式）が識別可能となるた

めに，第２式（科学技術指標２を被説明変数とし，

経済成長指標２を第１の説明変数とする式）に加

える先決変数は，科学技術指標１として用いる

単位エネルギー消費量当たりのGDP（ラグ値）

である。なお，これら２種類の科学技術指標と

経済成長指標２との相関関係を示したものが，

図２である。先に述べたとおり，経済成長指標

２と科学技術の間には非常に密接な関係が予想

されるが，この図からは，特に科学技術指標１

について非常に強い相関が確認された。

以上の他，実証モデルの推計にあたっては，

多くの先行研究が注意を払ってきた次の３つの

要因を同時にコントロールする。その第１は，

紛争ダミーであり，戦争状態の悪影響を捉える。

第２の天然資源指標は，分析対象国の年間エネ

ルギー生産額である。これは，天然資源はただ

埋まっているだけでなく，生産活動を通してこ

そ経済成長に影響を与え得るという見解を重視

し，多くの先行研究が用いる資源埋蔵量に替わ
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（a）市場化指標１ （b）市場化指標２

（c）法の支配指標 （d）民主化指標

（e）国家総合指標

図１ ２００４年における経済成長指標１（国民１人当たりGDP増減額：１０００ドル）と
各体制移行政策指標との相関図

（出所）筆者作成。

体制移行経済諸国の経済成長における国家の役割
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（a）科学技術指標１

（b）科学技術指標２
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図２ ２００４年の経済成長指標２（国民１人当たりGDP）と科学技術指標

（出所）筆者作成。
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るものとして採用した。なお，計算にあたって

は，天然ガス，石炭，石油のそれぞれに市場価

格を乗算し，国民１人当たりの年間エネルギー

生産額を算出した（自然対数値）。また，最後の

社会主義の完成度指標は，社会主義継続期間を

体制移行経過期間で除したものであり，社会主

義体制の経路依存性の時間減衰効果を考慮して

いる。

上記各変数の記述統計は，表５のとおりであ

る。このとおり，相関係数が０．７を越すものは，

いずれも，モデルの推計にあたって同時に用い

ることのない体制移行政策指標同士のそれにと

どまる。したがって，多重共線性が推計結果に

及ぼす影響は非常に軽微であると判断される。

最後に，推計方法の選択について簡単に触れ

る。本稿で用いるデータはパネル形式である。

したがって，次の手順でモデルの推計法を決定

する。まず，一元配置および時間効果（注１１）を考

慮した二元配置パネル分析の両方のモデルを選

択肢として想定し，双方について固定効果対最

小二乗法についてのF検定，固定効果対変量効

果のハウスマン検定を行う。そのうえで，必要

に応じて変量効果対最小二乗法のブルーシュ・

パガン検定，二元配置固定効果対一元配置固定

効果のF検定を行うことでモデルの一本化を図

る。当然，モデルが一本化できない可能性も十

分に存在するが，このような場合には両方のモ

デルを推計する。

基本統計 標本数 平均
標本標準
偏差

最小値 最大値 中央値

経済成長指標１
経済成長指標２
市場化指標１
市場化指標２
法の支配指標
民主化指標
国家総合指標
科学技術指標１
科学技術指標２
天然資源指標

３５２
３５２
３４２
３０８
３０８
３５２
３０８
３１９
３５２
３５２

０．０６５５
１．７５０６
２．８３１１
２．６４７３
２．３０３６
３．０５５９
０．００００
０．９０３７
２．５７５１
１．２９６４

０．１０８３
１．９５９０
０．７２８４
０．６９７１
０．７７５５
１．２９２２
１．５７２０
０．６４８４
０．９９４３
２．５９３３

－０．３５７０
０．１２１９
１．００００
１．１５６３
１．００００
１．００００
－２．９４１０
０．１３９６
０．６６９２
－３．２０８１

０．５３８８
１２．０３６７
４．７８７２
４．５０００
４．００００
５．００００
３．４３４９
３．２２５０
４．８２１８
７．７７４２

０．０４５８
１．１４５１
２．８３０４
２．５９３８
２．２５００
３．００００
－０．０８８５
０．７６４３
２．５２００
０．００００

相関行列
市場化
指標１

市場化
指標２

法の支配
指標

民主化
指標

国家総合
指標

科学技術
指標１

科学技術
指標２

天然資源
指標

社会主義の
完成度指標

市場化指標１
市場化指標２
法の支配指標
民主化指標
国家総合指標
科学技術指標１
科学技術指標２
天然資源指標
社会主義の完成度指標

１．００００
０．４７４８
０．７１０８
０．７２８３
０．８９６１
０．３７５１
０．３１０９
－０．４３６２
－０．２３６８

１．００００
０．４４９０
０．４２１６
０．４８８５
０．４１９１
０．５０４３
－０．１３８４
－０．４４６０

１．００００
０．７５５５
０．９０７６
０．３５１１
０．３６６３
－０．３９３８
－０．０５６１

１．００００
０．９１４６
０．５１１１
０．４１６３
－０．４７１２
－０．１４１０

１．００００
０．４４８７
０．３９９１
－０．４８１１
－０．１１６４

１．００００
０．５２５４
－０．４５０５
－０．３６５１

１．００００
－０．２７５８
－０．３１９５

１．００００
０．２３３８ １．００００

表５ 実証分析に用いた主な変数の基本統計および相関行列

（出所）筆者作成。

体制移行経済諸国の経済成長における国家の役割
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Ⅲ 実証結果およびその解釈

第Ⅱ節で定式化された実証モデルに基づく回

帰分析の推計結果は，表６および表７に披露さ

れている。表６は，経済成長指標１（国民１人

当たりGDP増減額）を，表７は経済成長指標２

（国民１人当たりGDP）を，それぞれ被説明変

数としたモデルの推計結果で，すべて固定効果

モデルである（注１２）。そこから得られる最も重大

な政策含意は，以下３点に要約しうる。

第１に，体制移行政策指標は，「市場化」の

指標のみならず，「法の支配」や「民主化」の

指標，そしてこれら３指標の相互関連性を考慮

した国家総合指標も高い統計的有意性を示し，

特に，経済成長の「ストック」，あるいは長期

の経済成長指標としての経済水準との間には，

非常に強いU字型の相関関係が確認された（注１３）。

すなわち，国民１人当たりGDP増減額で表現

された経済成長指標１を被説明変数とする表６

の各推計式のうち，市場化指標２を説明変数と

した（３）（４）式は，二乗値が有意水準１０％で正に

有意，法の支配指標を説明変数とした（５）式で

は二乗値が５％で正に有意かつ法の支配指標自

体は１０％で負に有意という結果を得た。さらに，

残る法の支配指標を用いた（６）式，および市場

化指標１と民主化指標を使用した式では，二乗

値が正に，指標自体はほとんどが負に１％水準

で有意であった。また，本稿が欠落変数バイア

スの可能性に対処するために用意した国家総合

指標も，二乗値が１％水準で正に有意という非

常に強い相関が示唆された。他方，国民１人当

たりGDPで表される経済成長指標２を被説明

変数とする表７では，ほとんどすべての推計式

において，１％水準で正の有意性が確認され，

体制移行政策指標自体（一次項）も，国家総合

指標と法の支配指標を除くすべてにおいて１％

水準で負に有意であった。これは，これまで移

行経済諸国の研究者が主眼としてきた市場化政

策のみならず，法の支配の確立や民主化の推進

という要素も，移行経済諸国の経済成長にとっ

て優れて肝要な政策分野であること，そして移

行経済分野の実証研究が前提としてきた，体制

移行諸政策と経済成長の線形関係につき，再考

の必要があることを示すものである。さらに，

U字型の相関関係が明確に確認されたというこ

とは，汚職行為が経済成長に正のインパクトを

及ぼし得るというLeff（１９６４）やHuntington（１９６８）

等の見解が，現代の移行経済諸国にも当てはま

る可能性や，政治体制における開発独裁の正当

性に，一定の論拠を与えるものと解釈できる。

なお，これら体制移行諸政策が示したU字関係

のうち，経済成長幅との関係を分析した表６の

（１）式（市場化指標１）ならびに（３）－（６）式（市

場化指標２および法の支配指標），経済水準との

関係を分析した表７のすべての式において，推

計式で示される体制移行政策指標の二次関数が，

指標の理論上の中間値である３（国家総合指標

は０．７４１（注１４））よりやや低い位置で折り返す傾向

が看取された。このような推計結果は，各体制

移行政策の進捗を中途半端に終わらせてしまう

ことが，体制移行の進展を低く抑えることより

も，より有害でありうることを示唆するだけで

はなく，体制移行の進展を低いレベルに留める

ことで生産の低下を回避するよりも，各体制移

行政策を徹底して推進することの方が，最終的

にはより高い経済の発展を実現することができ

ることを政策的に含意していると解釈される。
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被説明変数：経済成長指標１（国民１人当たりGDP増減額） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （１０）

推計モデル 一元配置
固定効果

一元配置
固定効果

一元配置
固定効果

一元配置
固定効果

一元配置
固定効果

一元配置
固定効果

一元配置
固定効果

一元配置
固定効果

一元配置
固定効果

一元配置
固定効果

市場化指標１

市場化指標１二乗値

市場化指標２

市場化指標２二乗値

法の支配指標

法の支配指標二乗値

民主化指標

民主化指標二乗値

国家総合指標

国家総合指標二乗値

市場化政策変動指標１

市場化政策変動指標２

法の支配政策変動指標

民主化政策変動指標

国家総合政策変動指標

科学技術指標１

科学技術指標２

紛争ダミー

天然資源指標

社会主義の完成度指標

―０．３０７２
―５．２９
０．０５２４
５．０７

―０．００８６
―０．２１

―０．０５２５
―１．５２

―０．０１１６
―０．３１
０．０５８２
３．９６

―０．０１０３
―１０．６２

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

―０．２６９４
―５．２４
０．０４４０
４．９１

０．００１７
０．０４

０．０１３２
０．９３

―０．００６４
―０．１８
０．０４９４
３．３２

―０．００９８
―１０．９６

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

―０．０５０３
―１．３９
０．０１１９
１．８０

―０．０１６７
―２．０２

―０．０３４０
―１．０２

―０．００８５
―０．３４
０．０２５３
１．６３

―０．００７２
―８．７１

＊

＊＊

＊＊＊

―０．０３９７
―１．２５
０．００９８
１．６９

―０．０１６７
―２．２０

―０．０２２５
―１．５９

―０．０１０１
―０．４２
０．０３４０
２．２１

―０．００６９
―９．４２

＊

＊＊

＊＊

＊＊＊

―０．１０８２
―１．８６
０．０２７０
２．２９

―０．００３７
―０．１５

―０．００７３
―０．２３

―０．００１３
―０．０３
０．０３７２
２．５４

―０．００９６
―９．８１

＊

＊＊

＊＊

＊＊＊

―０．１１７１
―２．１５
０．０２９２
２．６７

―０．００２６
―０．１１

０．００２６
０．１７

―０．００１３
―０．０３
０．０３７５
２．４６

―０．００９３
―１１．０２

＊＊

＊＊＊

＊＊

＊＊＊

―０．２１３５
―４．６８
０．０２９５
４．２０

０．００４１
０．１４

―０．００５６
―０．１９

―０．０６３７
―２．４１
０．０４５５
３．１６

―０．００６２
―８．５５

＊＊＊

＊＊＊

＊＊

＊＊＊

＊＊＊

―０．１８７１
―４．５４
０．０２５８
４．０５

―０．００８５
―０．３２

―０．００４６
―０．３４

―０．０５７４
―２．３０
０．０４７２
３．２１

―０．００６１
―９．５１

＊＊＊

＊＊＊

＊＊

＊＊＊

＊＊＊

―０．０１４０
―１．４３
０．０１７０
４．８７

０．０４５０
１．４８

―０．０４６６
―１．３７

―０．００６９
―０．１８
０．０５７９
３．９２

―０．００９２
―９．４４

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

―０．０１８９
―２．０９
０．０１４７
４．７４

０．０４８４
１．６６

０．００９９
０．６９

―０．００３９
―０．１１
０．０５０５
３．３５

―０．００８６
―９．６７

＊＊

＊＊＊

＊

＊＊＊

＊＊＊

サンプル数
決定係数
自由度修正済み決定係数

２７８
０．７５１２
０．７１５２

３０８
０．７５５３
０．７２０８

３１０
０．７０４７
０．６６７０

３４１
０．７１１７
０．６７５４

２７８
０．７２９２
０．６９００

３０８
０．７３８２
０．７０１２

３５２
０．７０３９
０．６６７３

３１９
０．７０７７
０．６７２３

２７８
０．７４９９
０．７１３８

３０８
０．７５３８
０．７１９１

F検定値（一元配置固定効果vs Pooled OLS）
Hausman test（一元配置固定効果vs一元配置変量効果）

７．７９
４９．３７５

＊＊＊
＊＊＊

１５．７２
２９．２２５

＊＊＊
＊＊＊

５．９４
３２．１２８

＊＊＊
＊＊＊

９．９２
３０．６６７

＊＊＊
＊＊＊

５．８５
２９．９９４

＊＊＊
＊＊＊

１２．６９
１５．０８１

＊＊＊
＊＊

６．５７
４２．８３９

＊＊＊
＊＊＊

１２．２０
３４．２２６

＊＊＊
＊＊＊

６．７５
５０．１２０

＊＊＊
＊＊＊

１３．５９
３１．５０２

＊＊＊
＊＊＊

F検定値（二元配置固定効果vs Pooled OLS）
Hausman test（二元配置固定効果vs二元配置変量効果）

８．０８
４３．８８４

＊＊＊
＊＊＊

１６．４９
３１．５４３

＊＊＊
＊＊＊

５．６１
３０．４７４

＊＊＊
＊＊＊

９．３６
２７．４６９

＊＊＊
＊＊＊

６．５７
３２．０２２

＊＊＊
＊＊＊

１３．６７
２３．８５７

＊＊＊
＊＊＊

６．７０
３７．７４５

＊＊＊
＊＊＊

１２．３９
２９．００２

＊＊＊
＊＊＊

７．５３
４８．６３４

＊＊＊
＊＊＊

１４．７２
３７．８７６

＊＊＊
＊＊＊

F検定値（二元配置固定効果vs一元配置固定効果） ０．６６７ ０．７０４ ０．３６６ ０．３２４ ０．８３９ ０．７８３ ０．４３２ ０．４１６ ０．８７９ ０．８４２

F検定値（二次項の係数＝０） ２８．７６７＊＊＊ ２６．９２７＊＊＊ ３．５８１＊ ３．１５３＊ ５．８７４＊＊ ７．９５５＊＊＊ ２１．５２９＊＊＊ １６．３１９＊＊＊ ２６．５５２＊＊＊ ２５．１１８＊＊＊

（出所）筆者作成。
（注）上段：推計値。下段：t値。 ＊＊＊１％水準で有意。＊＊５％水準で有意。＊１０％水準で有意。

表６ 経済成長指標を用いた推計の結果
体
制
移
行
経
済
諸
国
の
経
済
成
長
に
お
け
る
国
家
の
役
割
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被説明変数：経済成長指標２（国民１人当たりGDP） （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８） （９） （１０）

推計モデル 二元配置
固定効果

二元配置
固定効果

一元配置
固定効果

一元配置
固定効果

二元配置
固定効果

二元配置
固定効果

一元配置
固定効果

一元配置
固定効果

二元配置
固定効果

二元配置
固定効果

市場化指標１（ラグ値）

市場化指標１二乗値（ラグ値）

市場化指標２（ラグ値）

市場化指標２二乗値（ラグ値）

法の支配指標（ラグ値）

法の支配指標二乗値（ラグ値）

民主化指標（ラグ値）

民主化指標二乗値（ラグ値）

国家総合指標（ラグ値）

国家総合指標二乗値（ラグ値）

市場化政策変動指標１（ラグ値）

市場化政策変動指標２（ラグ値）

法の支配政策変動指標（ラグ値）

民主化政策変動指標（ラグ値）

国家総合政策変動指標（ラグ値）

科学技術指標１１）

科学技術指標２（ラグ値）

紛争ダミー２）

天然資源指標

社会主義の完成度指標

―１．０２０６
―４．５６
０．１９６７
４．７４

０．３９５２
２．３５

０．７２８９
４．４８

─
─

―０．０２８３
―０．４３
０．０１１４
１．３４

＊＊＊

＊＊＊

＊＊

＊＊＊

―１．３５９９
―６．２６
０．２７０６
６．８１

０．５０２１
３．００

０．０３２６
０．５１
─
─

０．０１３６
０．１９
０．００１７
０．２０

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

―１．００４４
―６．８２
０．２２１８
８．２５

０．０２８６
０．８９

１．１５３１
８．８８

―０．２９５７
―２．９１
０．０６７０
１．１３
０．０００１
０．０３

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

―１．２１０６
―８．３０
０．２７２２
１０．１８

０．０５８７
１．７７

０．１３３１
２．０９

―０．３１９８
―２．９３
０．０２８２
０．４２

―０．００８２
―２．４９

＊＊＊

＊＊＊

＊

＊＊

＊＊＊

―０．４９３１
―２．１８
０．１１７３
２．６１

―０．３３０２
―３．８８

０．９６１９
６．２４

─
─

―０．１１７７
―１．９１
０．０２１８
２．６７

＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊

＊＊＊

―０．４７７４
―１．９３
０．１２１０
２．４８

―０．３３１５
―３．５５

０．０５７２
０．８３
─
─

―０．１３５７
―１．９２
０．０１５２
１．７１

＊

＊＊

＊＊＊

＊

＊

―１．２４３８
―６．３７
０．２１８０
７．２１

０．１６６５
１．３４

１．３２２７
１０．５５

―０．２７０５
―２．４５
０．１８６７
３．０８

―０．００１７
―０．５６

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊

＊＊＊

―１．３６３６
―６．７１
０．２５０９
７．８９

０．０３４８
０．２７

０．１８８３
２．７６

―０．３５４３
―２．９４
０．１７１１
２．３７

―０．０１３８
―４．３９

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊

＊＊＊

０．０３９７
１．００
０．１０２６
７．８３

―０．００７２
―０．０７
０．５７４３
３．７８

─
─

０．０４２８
０．７０
０．０１８６
２．４０

＊＊＊

＊＊＊

＊＊

０．０８２０
１．９９
０．１２４１
９．７０

―０．０２４９
―０．２２

０．０３１７
０．５２
─
─

０．０９５７
１．４４
０．０１０７
１．３６

＊＊

＊＊＊

サンプル数
決定係数
自由度修正済み決定係数

２４９
０．９９２５
０．９９０９

２７６
０．９９１２
０．９８９４

３０８
０．９８７０
０．９８４８

３３９
０．９８５３
０．９８２９

２４９
０．９９２３
０．９９０６

２７６
０．９８９９
０．９８７８

３１８
０．９８３７
０．９８１６

３５１
０．９７８７
０．９７６１

２４９
０．９９３４
０．９９２０

２７６
０．９８９５
０．９９０７

F検定値（一元配置固定効果vs Pooled OLS）
Hausman test（一元配置固定効果vs一元配置変量効果）

２４９．０２
２１．３０８

＊＊＊
＊＊＊

４１５．８２
１７．９９６

＊＊＊
＊＊＊

１５３．７６
３６．１３９

＊＊＊
＊＊＊

２４２．３２
３２．３２８

＊＊＊
＊＊＊

１３９．２０
２８．１９１

＊＊＊
＊＊＊

２３８．７５
１８．０７８

＊＊＊
＊＊＊

１１５．８５
３９．０６５

＊＊＊
＊＊＊

２１９．６８
２１．２３６

＊＊＊
＊＊＊

１７０．７０
３７．７６８

＊＊＊
＊＊＊

３７０．１９
２２．６７９

＊＊＊
＊＊＊

F検定値（二元配置固定効果vs Pooled OLS）
Hausman test（二元配置固定効果vs二元配置変量効果）

２９２．０３
３１．９１４

＊＊＊
＊＊＊

４９７．１８
２０．５７５

＊＊＊
＊＊＊

１４５．５７
４４．２９８

＊＊＊
＊＊＊

２６２．６８
３３．６９０

＊＊＊
＊＊＊

１８６．９０
４６．４８４

＊＊＊
＊＊＊

３６５．４９
２８．３９５

＊＊＊
＊＊＊

１２４．８８
４６．５９２

＊＊＊
＊＊＊

２５０．７５
２１．９２３

＊＊＊
＊＊＊

２２１．９９
６０．０８３

＊＊＊
＊＊＊

４８２．３２
２９．９８９

＊＊＊
＊＊＊

F検定値（二元配置固定効果vs一元配置固定効果） １．９５５＊＊ ２．０６５＊＊ ０．７２１ １．３９１ ２．５８８＊＊＊ ３．９５５＊＊＊ １．０１９ １．４９７ ２．６６７＊＊＊ ２．７４４＊＊＊

F検定値（二次項の係数＝０） ２６．８０４＊＊＊ ５４．９１２＊＊＊ ７５．５９０＊＊＊ １１５．４０３＊＊＊ ８．０９５＊＊＊ ７．３０２＊＊＊ ５７．５２４＊＊＊ ６９．６８１＊＊＊ ７３．０２２＊＊＊ １１１．３６９＊＊＊

（出所）筆者作成。
（注）上段：推計値。下段：t値。＊＊＊１％水準で有意。＊＊５％水準で有意。＊１０％水準で有意。

１）元より先決変数であるのでラグ値は用いない。 ２）該当する年のデータが存在しない場合あり。

表７ 経済水準指標を用いた推計の結果18



換言すれば，市場経済への体制移行プロセスに

おける経済改革の「中庸」は禁物であり，市場

化，法の支配，民主化の三位一体の不断なき徹

底した推進が望ましいといえるのである（注１５）。

第２に，政策変動指標については，指標によ

って評価が異なる結果となった。表６のうち（３）

（４）式，すなわち，経済成長指標１と市場化指

標２の変動との間に負の相関が検出された以外

は，統計的に有意な推計結果が確認されなかっ

た一方，表７の（１）（２）式において，経済成長指

標２と市場化指標１との間で有意に正の，（５）

（６）式では法の支配指標との間で負の相関がそ

れぞれ示された。このような実証結果のありう

る解釈として，法の支配を確立するにあたって

は，一進一退ではなく，コンスタントな改革の

ほうが生活水準をより良く向上させ得ること，

また市場化政策推進の不安定性は，単年の経済

成長に悪影響を与え得ることが指摘しうる。し

かしその一方で，悪戦苦闘をしながらも市場化

を進めることが経済水準を向上させる可能性も

残されており，市場化政策の変動が及ぼす影響

については，一様ではない可能性に留意せねば

ならないのである。

第３に，科学技術指標は，経済水準との間に

非常に密接な関係が確認された。すなわち，表

７に示した推計式のうち，（２）（６）（１０）式を除く

すべての式で経済水準との強い正の相関が検出

され，とりわけ単位エネルギー消費量当たりの

GDPと経済水準との関係を検証した（１）（３）（５）

（７）（９）式では，いずれも１％水準という大変高

い統計的有意性が検出されたのである。また，

先述のとおり，科学技術指標２を用いたモデル

については，同時方程式パネルモデルの推計も

行ったが，特段の相違点は看取されなかった。

表８にはその推計結果と，各々のモデルの基と

なった表７内の式を示してある。これらの推計

結果のうち，科学技術指標２が統計的に有意で

あるのは（２）式（市場化指標２）と（４）式（法の

支配指標）の２つであり，表７における対応式

と同じである。したがって，移行経済諸国にお

ける経済水準の向上と科学技術水準の発展は，

それらの同時性バイアスを考慮したうえでも，

正の密接な関係があると判断することができ

る（注１６）。

以上３点に加え，コントロール変数の推計結

果からも，次の教唆を得ることができた。すな

わち，紛争ダミーは，表６の（７）（８）式と表７の

（３）（４）（７）（８）式で負に有意であり，先行研究と

同様に本稿の実証分析においても，内戦や国家

間紛争は，経済成長に否定的な影響を及ぼす可

能性が強く示唆された。次に，天然資源の経済

成長へのインパクトは，GDP増減額でみた１０

本の推計式のうち９本が有意であり，短期的な

成長において天然資源の存在が有利に働くこと

が認められた。しかしながら，表７の経済水準

を分析対象とした場合，天然資源の統計的有意

性は低下し，（７）（８）の２本しか正に有意ではな

かった。これらの実証成果は，天然資源の不在

が，高い経済水準の達成，あるいは長期的な成

長の積み重ねを実現するうえで，さほど大きな

障害ではない可能性を暗示している。無論，短

期的には，天然資源の存在が経済成長の大きな

原動力となっている事実は否定しがたいのでは

あるが，中欧諸国（あるいは日本）の例をみる

までもなく，天然資源の不在によって，国民経

済の発展が阻害されるわけではないと解釈され

るのである（注１７）。一方，社会主義の完成度指標

は，表６のすべての式において１％水準で負に

体制移行経済諸国の経済成長における国家の役割
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有意であり，経済成長幅との間に非常に強い負

の相関が認められた。しかし，経済水準との関

係において，その効果が統計的に有意に推計さ

れたケースは，表７の１０個のモデルのうち４個

であり，負に有意であったのは（８）式のみであ

った。このような有意性の低下についての筆者

の見解は，恐らく表７の幾つかの式において２

元配置モデルが選択されたことと関係があると

いうものである。無論，厳密には，二元配置モ

デルにおける時間ダミーの意味とは，「時点に

被説明変数：経済成長指標２ （１） （２） （３） （４） （５）

推計モデル 二元配置
固定効果

一元配置
固定効果

二元配置
固定効果

一元配置
固定効果

二元配置
固定効果

市場化指標１（ラグ値）

市場化指標１二乗値（ラグ値）

市場化指標２（ラグ値）

市場化指標２二乗値（ラグ値）

法の支配指標（ラグ値）

法の支配指標二乗値（ラグ値）

民主化指標（ラグ値）

民主化指標二乗値（ラグ値）

国家総合指標（ラグ値）

国家総合指標二乗値（ラグ値）

市場化政策変動指標１（ラグ値）

市場化政策変動指標２（ラグ値）

法の支配政策変動指標（ラグ値）

民主化政策変動指標（ラグ値）

国家総合政策変動指標（ラグ値）

科学技術指標２

紛争ダミー１）

天然資源指標

社会主義の完成度指標

―１．３２８６
―５．９６
０．２６０７
６．４０

０．３８４４
２．１９

０．００１８
０．０３
─
─

―０．０３５２
―０．５２
０．０１２８
１．４４

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

―１．２６３２
―７．７６
０．２８１９
９．６０

０．０５８９
１．６３

０．１１７２
１．７８

―０．３３６１
―２．９３
０．０７９６
１．１９

―０．００７９
―２．２８

＊＊＊

＊＊＊

＊

＊＊＊

＊＊

―０．５３６８
―２．１８
０．１２８６
２．６３

―０．３４１２
―３．６９

０．０６１０
０．８７
─
─

―０．１８７２
―２．８４
０．０２６０
２．９３

＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

―１．４６１２
―６．４３
０．２６４０
７．５４

０．０８１１
０．５６

０．１６３７
２．３１

―０．３７８８
―２．９４
０．２４３９
３．４５

―０．０１３４
―４．０２

＊＊＊

＊＊＊

＊＊

＊＊＊

＊＊＊

＊＊＊

０．０５３８
１．３２

０．１１９２
９．３７

―０．０４１５
―０．３７
０．０３２１
０．５３
─
─

０．０３３６
０．５３

０．０２０１
２．５２

＊＊＊

＊＊

サンプル数 ２７６ ３３９ ２７６ ３５１ ２７６

表７における対応式 （２） （４） （６） （８） （１０）

（出所）筆者作成。
（注）上段：推計値。下段：t値。＊＊＊１％水準で有意。＊＊５％水準で有意。＊１０％水準で有意。

１）該当する年のデータが存在しない場合あり。

表８ 同時方程式モデル推計結果
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0
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－0.8

－0.2
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－0.4
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－0.1

0

－0.1

－0.2

－0.3

－0.4

－0.5

－0.6

－0.7

－0.8

－0.9

0

－0.1

－0.2

－0.3

－0.4

－0.5

－0.6

－0.7

－0.8

－0.2

－0.3

－0.4

－0.5

－0.6

－0.7

（1）式：市場化指標１ （2）式：市場化指標１

（5）式：法の支配指標 （6）式：法の支配指標

（9）式：国家総合指標 （10）式：国家総合指標

よって異なる，すべての個体に共通した影響」

という以上のことはいえない。しかしながら，

今回の推計では時間ダミーの数値に一定の傾向

がみられたことから，筆者なりの見解をここで

述べることとしたい。図３は，表７で二元配置

モデルが選択された式において，統計的に有意

であった時間ダミーの推移を示したものである。

これらの図はいずれも時間ダミーの値が１９９５／

９６年を底として，以後は直線的に０に近づいて

いく様相を呈しており，１人当たりGDPの成

長トレンドが単調ではなかったことが読み取れ

る。このトレンドは様々な諸要因によって決定

されているとみるべきであるが，社会主義の完

成度の統計的有意性が認められなかったことを

鑑みると，このトレンドの決定要因のなかに，

社会主義時代の影響も一部含まれている可能性

は否定できない。そしてこの可能性より，筆者

の社会主義の完成度指標に関する推論が導き出

図３ 表７における二元配置モデルにおける時間効果（ダミー変数）の推移
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される。すなわち，GDP増減額との関係にお

いては，「時間とともに減衰する」社会主義時

代の影響力が，成長トレンドの形成において支

配的であったのに対し，GDP水準との関係に

おいては社会主義時代の影響力がもはや効力を

失っていた，あるいは「時間とともに減衰する」

のではなく１９９４／９５年ごろまでは影響力が減衰

していなかった故に，社会主義の完成度指標の

有意性が低下したと考えられるのである。した

がって，これらの実証結果から，基本的に社会

主義の完成度は体制移行開始後の経済成長に否

定的な影響を与えうるが，少なくとも１９９４／９５

年以降においては，深刻な問題ではなくなりつ

つあると思料する。

結 語

以上，本稿は，先行研究のレビューとその過

程から得られた様々な研究課題に応える形で，

市場経済への体制移行プロセスにおける国家の

役割が，移行経済諸国の経済成長に与える影響

を，世界の移行経済諸国３２カ国のパネルデータ

を用いて実証的に検証した。

先行研究のレビューにあたっては，移行経済

諸国を対象とした実証研究の調査のみならず，

先進諸国研究や途上国研究を含む広範な調査を

行い，従来の移行経済研究が見落としがちであ

った視点を積極的に取り入れることを意図した。

その結果，（１）経済成長率とは別の形で単年の

経済成長の様を表す代用指標と経済水準の２指

標を被説明変数する分析を行うこと，（２）政策

変動の影響を「改革遂行速度指標」との二面性

に留意しつつ検証すること，（３）体制移行政策

について二次関数型の非線形関係を考慮するこ

と，（４）これまでの議論において中心的な存在

であった市場化分野のみならず，「法の支配」

や「民主化」の３要因のバランスが取れた分析

を行うこと，（５）アジア諸国をも含めた３２カ国

のデータの利用によって地域的なバイアスを除

去すること，（６）科学技術水準の影響も吟味す

ること，の６点が，本稿が取り組むべき実証研

究上の課題として浮かび上がった。

以上の諸課題に対応した実証分析を行った結

果，筆者は，先行研究の諸成果を補完する政策

含意を得ることができた。第１に，体制移行に

おける国家の役割の中核部分である体制移行諸

政策については，これまで重視されてきた市場

化のみならず，法の支配や民主化についても，

各年の経済成長幅および経済水準との間に強い

相関関係が見受けられた。第２に，これら体制

移行諸政策は，従来の移行経済分野の実証研究

が想定してきた線形ではなく，U字型の非線形

関係であり，なお且つそのU字型は，各体制移

行政策指標の数値設定範囲（１～５）の中間値

（３）よりやや低い位置で折り返す傾向を示した。

第３に，政策変動指標のうち，法の支配の進捗

が不安定であることは，経済水準にとって悪影

響を及ぼすことが示唆された一方，市場化政策

の変動が及ぼす影響のベクトルは一様ではない

可能性がうかがわれた。そして最後に，科学技

術は，単年の経済成長幅との相関は確認されな

かったものの，経済水準との関係においては同

時性を考慮してもなお，強い相関が見受けられ

たのである。この他，本稿の実証結果は，地域

紛争は経済成長に強く否定的なインパクトを及

ぼすこと，天然資源の不在が，移行経済諸国の

長期的な経済発展の足枷にはなるとは断言でき

ないこと，社会主義の完成度は経済成長に負の
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影響を与えうるが，その効果は時間の経過と共

に減衰することも示唆した。

これら事実発見のうち第１と第２の事実，す

なわち各体制移行政策の有意性や非線形性は特

に重要である。この実証結果は，体制移行諸政

策を中途半端に終わらせてしまうことが，体制

移行の進展を低く抑えることよりもむしろ有害

である可能性を我々に指し示している。また，

体制移行の進捗を遅滞させることで生産の低下

を回避するより，体制移行政策を徹底して推進

することの方が，最終的には，より高い経済成

長を実現できる可能性も，この分析結果から読

み取ることができる。換言すれば，ひとたび市

場経済に向けた体制移行の道を選択したならば，

市場化・法の支配・民主化から成る三位一体の

体制移行諸政策を徹底的に貫徹することこそが，

移行経済諸国における国家の役割として枢要な

のである。改革後進国と評される国々に対して

は，体制移行と経済成長のU字関係における「谷

間」を飛び越える政策努力と政治的決断を求め

たい。

（注１） 従来，「移行経済諸国」の定義は研究者に

よって異なり，地域を問わず社会主義計画経済から

市場経済への体制移行プロセスの途上にある国々を

意味し，なお且つEU加盟を果たした国々はもはや移

行経済諸国には含まれないとする考えや，単に旧ソ

連・中東欧諸国の地域を指しているに過ぎない場合

など，様々である。このような現状を踏まえ，本稿

における「旧社会主義体制移行経済諸国（移行経済

諸国）」の意味は，「社会主義体制から脱却し，市場

経済の導入によって経済を活性化することを目的と

した，政治・経済システムの転換プロセスの途上に

ある国」である。この定義に従えば，旧ソ連・中東

欧のみならず，中国の「改革・開放」やベトナムの

「ドイ・モイ」も社会主義からの離脱とみるべきで

あるとの上原（２００５）の指摘に従い，両国も含める

べきである。また１９９１年以降，本格的に市場経済化

の努力に努めるモンゴルや，９３年以降に計画経済か

ら市場経済への転換を始めたカンボジア，８６年以降

の「チンタナカーン・マイ」を掲げるラオスも同様

の理由で分析対象とする。すなわち，本稿の分析対

象は，IMFのWorld Economic Outlook（２０００）が，計

画経済を放棄し，市場への移行を意図する国という

定義のもとに，「移行国」としてカテゴライズした３２

カ国と一致する（p．９０，表３．２）。なお，EU加盟を以

って移行の終わりとするか否かについては，新規加

盟国の経済力が以前からの加盟国と比して劣ってい

ることや，新規加盟国には競争政策などで特別の移

行期間が設けられていることなどから，移行は終わ

っていないとする溝端（２００５）の見解を取り入れ，

少なくとも本稿の分析対象である１９９４―２００４年の期間

において移行を完了した国はないと判断する。

（注２） 袴田（１９９５）は，その興味深い論考のな

かで，ロシア社会の本質は「砂の社会」であり，砂

を形作る「硬い枠」としての権威主義体制が体制転

換を機に暴走する可能性を危惧している。

（注３） 彼らは，経済発展の初期水準が定常状態

から離れているほど経済成長の速度が一層速くなり

得ることから，成長率の違いは一時的（transitory）

なものであるとして，経済成長率ではなく経済水準

を被説明変数とするべきであると主張している。

（注４） 注１で述べたとおり，３２カ国を以って移

行経済諸国とすべきであるというのが筆者の主張で

ある。

（注５） 一般にGDP水準のデータは非定常性を持

つといわれているが，本稿で用いたデータより計算

したMaddala−Wuのλ値は，ラグなしで９４．８４，１期の

ラグ付で１４３．７３であり，何れも１％水準で非定常性

仮説は棄却された。

（注６） その他，汚職の防止が法の支配のなかで

も重要な要因のひとつとしてしばしば取り上げられ

るが，ここには入れてはいない。データの制約上，

サンプル数が著しく減少してしまうことも理由であ

るが，汚職の度合いとこれら２指標には高い相関関

係（２００４年の１４８カ国のCorruption Perception Index

と本稿の計算方式による法の支配指標の相関係数は

体制移行経済諸国の経済成長における国家の役割
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０．９１）が認められ，汚職についても間接的に反映さ

れている可能性が高いこと，また，財産権や闇市場

ほどGDPに与える影響が直接的ではないと思われる

ことから，敢えてサンプル数を減らしてまで計算に

取り入れる必要はないと判断した。

（注７） 第一主成分の寄与率は８１．３８％

（注８） ３次以上の関数型となる可能性もなくは

ないが，（１）実際に推計を行ったところ，半数以上

の式で３次項が統計的に有意でなかったこと，（２）

２次関数になる可能性は，先行研究における各体制

移行政策指標の評価が分かれていることから読み取

れるが，３次以上の高次関数については，想定しな

ければならない経済学的な理由が不明であること，

（３）旧社会主義国研究以外の分野から得られた参考

点を旧社会主義国研究に反映するという，本稿の趣

旨にそぐわない，という３つの理由から２次関数を

分析対象とする。

（注９） 彼らは，経済成長に与える効果を検証し

た先行研究について，それらの文献が用いた進学率

などの指標は人的資本形成への「インプット」でし

かなく，人的資本の代用指標として相応しくないと

いう主張を展開した。そして人的資本形成の代用指

標に相応しい「アウトプット」として，国民の知能

指数を挙げている。そこで本稿ではこの観点を重要

視し，例えば研究予算の対GDP比等はあくまでも当

該国における科学技術への「インプット」であり，

科学技術指標作成にあたっては，科学技術の「アウ

トプット」を極力反映させる方針とした。

（注１０） レートの計算にあたっては，米・小麦の

双方を主食とし，同程度に重要視している中国を基

準とした。具体的には，直近１５年の中国の米と小麦

の１ヘクタール当たり収穫量について，相関係数の

高さを確認したうえで小麦を被説明変数とした切片

なしの単回帰係数を計算し，その数値を米－小麦の

変換レートとする方法である。これはすなわち，単

位面積当たり米１キログラムを生産する技術と，麦

を単回帰係数値分だけ生産する技術を等価とみなし，

その数値を掛けることで小麦の生産率に変換すると

いうことである。その結果は，相関係数が０．８７，切

片なしの単回帰係数は０．６０６であり，ベトナム，カン

ボジア，ラオスの３カ国については米の生産率に

０．６０６をかけることで，一定の土地での生産力を高め

る技術を指標化することとなった。

（注１１） 具体的には，各年毎の時間ダミーを導入

したモデルのことである。

（注１２） すべての式において，２５カ国以上の国別

ダミーが有意であり，その大きさは，東南および中

央アジア＜中国・中央アジア除くCIS諸国・旧ユーゴ

東部＜中東欧・クロアチア・スロベニアという傾向

が示された。

（注１３） 先に述べたように，これらの結果は先行

研究における欠落変数バイアスの可能性を示唆する

ものである。しかしながら，この結果を以って，先

行研究すべてがバイアスを含んだものと断定はでき

ない。事実，本稿の分析においても，（１）変数選択

のF検定において，体制移行政策指標を追加（例──

表６の（１）式に民主化指標を追加）したところで，適

合度の差が有意ではなかったこと，（２）残差と他の

体制移行政策指標の相関係数がさほど高くなかった

こと，の２点から，欠落変数バイアスは問題視する

ほどのレベルにはないと思料する。

（注１４） 厳密には，国家総合指標の理論上の中間

値は特にない。しかしながら，国家総合指標，すな

わち市場化指標１，法の支配指標，民主化指標の第

一主成分の得点計算式は 第一主成分＝０．８２０４＊市

場化指標１＋０．７４６９＊法の支配指標＋０．４５１６＊民主
化指標－５．３１５ であるため「今回のデータセットか

ら導き出される」理論上の最大値と最小値は４．７７９と

マイナス３．２９７であり，中間値は０．７４１である。した

がって本稿の分析においても，この０．７４１を目安とし

て，国家総合指標に関わる推計結果の解釈を行って

いる。

（注１５） 近年の中東欧諸国におけるポピュリズム

の蔓延からすると，民主化と市場化の両立は難しく，

中東欧諸国において両立を可能にしたのはEU加盟な

どの外的要因であるとも考えられる。確かに，EUの

ような外的要因を持たない国々において民主化と市

場化を速やかに両立させることは，困難であろう。

しかしながら，市場化・民主化はともに国家の持続

的な経済的繁栄を達成するうえで，大変重要な要素

であることは本稿で述べたとおりであり，実際に両

立している国が存在している以上，両立の努力を放
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棄すべきではない。むしろポピュリズムの現実は，

政府が積極的に国際機関の評価などを外圧として利

用するなどの工夫を凝らすことで，乗り越えねばな

らない壁であると思料する。

（注１６） 他にも，人的資源配分の技術を検証すべ

く，１次・２次および３次産業の労働人口増減（対

前年比・対人口比労働者比率の増減・労働人口に占

める各産業労働者比率の増減など）を試行錯誤した

が，その統計的有意性は非常に弱いものであった。

この結果を以って人的資源配分の効率性が経済成長

とは関係ないと断定するつもりは毛頭ないが，少な

くとも人的資源配分の効率性を検証する際の指標作

りに工夫が必要であることは確かであろう。

（注１７） その他，「天然資源の埋蔵量」や国内生産

と国内消費のギャップを用いた「輸出可能性」，ある

いは金属資源をも含んだ生産額なども天然資源指標

として検証を行ったが，何れも有意ではなかった。
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